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情報セキュリティマネ
ジメント試験

③ 32 人 16人

人 基本情報技術者試験 ③ 15人 7人
人 ITﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ試験 ③ 12人 12人

情報検定J検2級 ③ 47人 33人
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■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 29

1 名 0.9 ％

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
https://www.neec.ac.jp/department/it/network/

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組

担任による指導の他、経済面では学費・奨学金相談窓口を設け、学生生活においてはカウンセリングルーム等を設け個々の学生に適した指導・助言・相談等を行って
いる。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
※有の場合、制度内容を記入

■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

（留意事項）

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率
平成29年4月1日時点において、在学者111名（平成29年4月1日入学者を含む）
平成30年3月31日時点において、在学者110名（平成30年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

進路変更（就職・進学）、経済的理由、病気治療、成績不良　等

就職等の
状況※２

■就職指導内容
就職ガイダンス等において履歴書やエントリーシートの書き方の説
明を実施。随時、個別面談を行う。
また就職模擬試験（筆記試験）と模擬面接を実施。

■卒業者数 45
■就職希望者数 42

■主な就職先、業界等（平成２９年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

平成30年5月1日 時点の情報）

■国家資格・検定/その他・民間検定等
テクマトリックス、テクノプロ、IIJエンジニアリング、エヌ・ティ・ティエム
イー、クエスト、東芝テックソリューションサービス

（平成29年度卒業者に関する平成30年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③の
いずれかに該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得する
もの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

： 93.3
■その他
・進学者数：3人　(大学編入1、4年制専門学校編入1、専門学
校編入1(留学生))
・帰国：1人　(留学生)
・アルバイト就業：1名　(本採用研修含む)

年度卒業者に関する

■就職者数 42 人
■就職率　　　　　　　　　： 100

長期休み

■学年始：4月1日～
■夏　 季：7月30日～9月2日
■冬　 季：12月22日～1月6日
■学年末：3月18日～3月31日

卒業・進級
条件

進級要件
①各学年の授業日数の4分の3以上出席していること
②所定の授業科目に合格していること
③期日までに学費等の全額を納入していること

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 卒業作品展示会、ボランティア活動、体育祭、学園祭
当日中に担任から電話・Eメール等で連絡することを基本とし、状況
に応じて、数日続いた時点で保護者に連絡するなどの指導をして
いる。

■サークル活動： 有

学期制度
■前期：4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
授業日数の4分の3以上出席し試験を受験する。Ｓ：90点以上　Ａ：80～
90点　Ｂ：70～79点　Ｃ：60～69点　Ｄ：59点以下は不合格　Ｐ：単位認定

80人 99人 5人 2人 0人 2人

0時間 0時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間 1725時間 1215時間 0時間 1290時間

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

工業 工業専門課程 パソコン・ネットワーク科
平成10年文部科学省

告示第179号
－

学科の目的
ネットワーク構築に必要な理論と機器の設定方法、サーバの設計から運用・管理までを基礎から修得。ルータやスイッチのネットワーク機器を使用した実
習、セキュリティに関する技術と知識および関連法規を修得。より実践的な技術を身につけたネットワークエンジニアを育成。

03-6424-1111
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人　片柳学園 平成25年3月1日 千葉　茂
〒144-8655　東京都大田区西蒲田5丁目23番22号

（電話）

日本工学院専門学校 昭和51年7月1日 前野　一夫
〒144-8655　東京都大田区西蒲田5丁目23番22号

（電話） 03-3732-1111

（別紙様式４）

平成30年7月31※１
（前回公表年月日：平成29年10月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

https://www.neec.ac.jp/department/it/network/


種別

①

③

③

（年間の開催数及び開催時期）

任期

木田　徳彦
一般社団法人コンピュータソフトウェア協会

人材委員会副委員長
平成30年4月1日～

平成31年3月31日　(1年)

関井　悟
株式会社協和エクシオ

理事
平成30年4月1日～

平成31年3月31日　(1年)

只埜　洋樹 日本工学院専門学校　教育･学生支援部　次長
平成30年4月1日～

平成31年3月31日　(1年)

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（3月、9月）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
IT分野に関し、適宜、企業等へのヒアリングを実施。カリキュラム検討メンバーが、実務に関する知識、技術を調査して、カ
リキュラム(案)を策定し、分科会で検討を進めてカリキュラムに反映させる。またIT分野に関し、年度毎に既存のカリキュラ
ムについて総合的に検証する。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

教育課程編成委員会は、校長を委員長とし、副校長、学科責任者、教育・学生支援部員、学科から委嘱された業界団体
及び企業関係者から各３名以上を委員として構成する。
本委員会は、産学連携による学科カリキュラム、本学生に対する講義科目および演習、実習、インターンシップおよび学内
または学外研修、進級・卒業審査等に関する事項、自己点検・評価に関する事項、その他、企業・業界団体等が必要とす
る教育内容について審議する。審議の結果を踏まえ、学校長、副校長、学科責任者、教育･学生支援部員で検討し次年度
のカリキュラム編成へ反映する。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

遠山　一明 日本工学院専門学校　副校長
平成30年4月1日～

平成31年3月31日　(1年)

山田　良治
株式会杜コンピュータネットワーク

代表取締役会長
平成30年4月1日～

平成31年3月31日　(1年)

井上　正也 日本工学院専門学校　科長
平成30年4月1日～

平成31年3月31日　(1年)

平成３０年４月１日現在

名　前 所　　　属

（開催日時（実績））
第1回　平成30年3月2日　15：00～17：00
第2回　平成30年9月20日　10：00～12：00
次回　平成31年3月下旬　開催を予定

H30年度からスタートするIoT関連の新科目である「IoTものづくり実習」等を開講するにあたり、委員より専門学校の教育で
はハードウェア知識中心の学習ではなくて、「IoTを活用していかにビジネスに結びつけていくか」、「電子デバイス会社と
パートナーを結ぶのかベスト」などの目標の位置づけや企業連携についてご意見を頂いた。それを踏まえて、「IoTものづく
り実習」ではセンサー回路等の仕組みを学ぶ授業内容ではなく、センサーをソフトウェアを介して活用する方法として授業
内容を改善し工夫した。また、教育版レゴマインドストーム正規代理店の㈱アフレル様および自社ブランド家電製品の開
発・販売を行なう㈱Cerevo様と教育連携の協定を締結した。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
IT分野に関する実践的な実習や演習を行うため、教育内容に関するノウハウや最新技術の動向における助言、または技
術指導などを受けられる企業を選定する。企業等との打合せにより、企業等のニーズに沿った実習内容や評価方法を設
定し、目標を明確にする。企業等からの派遣講師による実践的な実習・演習を実施後、企業等の派遣講師による評価に
基づき、教員が成績評価・単位認定を行う。
（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

講義と実習、演習の精度を高めるため、学科関連企業の協力のもと、企業等連携研修に関する規定における目的に沿
い、学科の内容や教員のスキルに合わせた最新の技術力と技能、人間力を修得する。また、学校全体の教員研修を実施
することにより、学生指導力の向上を図り、次年度へのカリキュラムや学科運営に反映させる。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況



科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

IoTものづくり実習
ハードウェアを制御する簡易的なプログラムを作成しま
す。

株式会社アフレル

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

Office実習
コンピュータの基本操作や、基本情報技術者試験の科目にも
なった表計算ソフトなどのアプリケーション操作を学びます。

トレランスアクト株式会社

プレゼンテーション
パソコンを使い、多くの人の前で発表する技術を身につけ
ます。

ITBz教育研究所

IoT実習１,2
ネットワーク経由でハードウェアを制御する簡易的なプログ
ラムを作成します。

株式会社Cerevo

平成29年8月29日(火） 10:00～12:00 　八王子キャンパスにてITカレッジ教員を対象に開催。
日本ネットワークセキュリティ協会  幹事（教育部会　部会長）平山 敏弘様　講演
　「セキュリティ教育における効果的アプローチと教育体系について」、今後のセキュリティ教育の実習を含めた進め方につ
いて紹介。平成30年度に向けて方針を検討し改善点を確認した。
②指導力の修得・向上のための研修等

平成3年3月23日(金） 13:30～15:20 　蒲田キャンパスにてITカレッジ教員を対象に開催。
株式会社Cerevo  甲斐 祐樹様　講演
今後、IoTやAIが発展し産業や社会をどのように変えるのか、Cerevo社で取り組んでいるIoTやAIの開発および活用事例
の紹介。また専門学校としてAI技術をカリキュラムに取り入れるにあたり、専門学校が果たすべき教育内容や指導方法の
スキルについて認識して検討することを確認した。
（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
講義と実習、演習の精度を高めるため、学科関連企業の協力のもと、企業等連携研修に関する規定における目的に沿
い、学科の内容や教員のスキルに合わせた最新の技術力と技能、人間力を修得する。また、学校全体の教員研修を実施
することにより、学生指導力の向上を図り、次年度へのカリキュラムや学科運営に反映させる。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
研修名「セキュリティ教育における効果的アプローチと教育体系について」
（連携企業等：講師　アクセンチュア株式会社 平山 敏弘様）
期間：8月29日（火）　　　　　対象：ITカレッジ教員

研修名「CerevoによるIoT、AI活用事例」
（連携企業等：講師　株式会社Cerevo 甲斐 祐樹様）
期間：3月23日（金）　　　　　対象：ITカレッジ教員

②指導力の修得・向上のための研修等

近年、精神疾患を抱えた入学生の増加とともに、担任が、統合失調症やうつ病などの精神疾患者をクラスに抱えたること
は、もはや珍しいことではありません。まずは担任が、精神疾患の基礎知識を得て正しい理解をし、初期対応できるよう指
導力向上に結び付けることを計画している。
平成31年3月 　蒲田キャンパスにてITカレッジ教員を対象に開催予定。
研修テーマは、「AI教育や学生指導力向上に向けた教育手法」をテーマの講演および検討会を実施予定

（連携企業等：講師　学生相談室　臨床心理士　寺崎 馨章様）
期間：9月26日（水）　　　　　対象：ITカレッジ教員

研修名「柔軟な働き方改革であるテレワークの現状と今後の教育現場におけるテレワーク活用」
（連携企業等：講師　日本テレワーク協会 客員研究員（工学博士）鈴木 達郎様）
期間：9月26日（水）　　　　　対象：ITカレッジ教員
平成30年9月 　八王子キャンパスにてITカレッジ教員を対象に開催予定。
日本テレワーク協会 客員研究員（工学博士）鈴木 達郎様  講演予定
今日、働き方改革の一環としてテレワークを推進する企業が出てきており、一方、ICT技術の発展によりテレワーク導入環
境の整備も整いつつある。教育現場においても、テレワーク環境を活用した教育スタイルの多様性について認識し検討す
ることを計画している。

研修名「学生指導上の初期対応と基礎知識向上セミナー」



種別
ＩＴ企業等委

員/卒業生委
員

地域関連/
会計専門委

員
クリエイターズ
企業等委員/
卒業生委員
クリエイター
ズ/デザイン
企業等委員

テクノロジー
企業等委員

ミュージック
企業等委員

学校関連

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

専修学校における学校評価ガイドラインに沿っておこなうことを基本とし、自己評価の評価結果について、学校外の関係者による評
価を行い、客観性や透明性を高める。学校関係者評価委員会として卒業生や地域住民、高等学校教諭、専攻分野の関係団体の関
係者等で学校関係者評価委員会を設置し、当該専攻分野における関係団体においては、実務に関する知見を生かして、教育目標
や教育環境等について評価し、その評価結果を次年度の教育活動の改善の参考とし学校全体の専門性や指導力向上を図る。ま
た、学校関係者への理解促進や連携協力により学校評価による改善策などを通じ、学校運営の改善の参考とする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（３）教育活動 （３）教育活動
（４）学修成果 （４）学修成果
（５）学生支援 （５）学生支援

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 （１）教育理念・目標
（２）学校運営 （２）学校運営

（９）法令等の遵守 （９）法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 （１０）社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流

（６）教育環境 （６）教育環境
（７）学生の受入れ募集 （７）学生の受入れ募集
（８）財務 （８）財務

平成30年4月1日～
平成31年3月31日（1年）

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

教員からの一方向的な講義で知識を覚えるのではなく、学生たちが主体的に参加、仲間と深く考えながら課題を解決する力を養うの
を目的したグループワークなどを実施した方が良いと意見を受け、教員研修の実施や実習などを計画から実施するまでをグループで
一貫して行い、今後の学生指導、カリキュラムの設定に反映させる。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成30年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

URL:http://www.neec.ac.jp/common/pdf/announcement/28523/29_jikohyouka_neec.pdf
http://www.neec.ac.jp/common/pdf/announcement/28523/29_kankeishahyouka_neec.pdf
公表時期：2018年9月11日

淺野　和人
一般社団法人　大田工業連合会
事務局長

平成30年4月1日～
平成31年3月31日（1年）

今泉　裕人
一般社団法人コンサートプロモーターズ協会　事務
局長

平成30年4月1日～
平成31年3月31日（1年）

須賀　寛光
学校法人上野塾　東京実業高等学校　キャリアセ
ンター長　進路指導副部長

平成30年4月1日～
平成31年3月31日（1年）

CG-ARTS協会（公益財団法人 画像情報教育振興協
会）教育事業部教育推進グループセクションチーフ

平成30年4月1日～
平成31年3月31日（1年）

桂田　忠明
セントラル電子制御株式会社
代表取締役

平成30年4月1日～
平成31年3月31日（1年）

正木　英治
株式会社マックス
専務取締役

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

工藤　俊一郎
公益財団法人　放送番組センター
顧問

平成30年4月1日～
平成31年3月31日（1年）

小澤　賢侍

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）



URL:
http://www.neec.ac.jp/common/pdf/announcement/28523/30_opendata_neec.pdf

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

教育目標や教育活動の計画、実績等について、企業や学生とその保護者に対し、必要な情報を提供して十分な説明を行
うことにより、学校の指導方針や課題への対応方策等に関し、企業と教職員と学生や保護者との共通理解が深まり、学校
が抱える課題・問題等に関する事項についても信頼関係を強めることにつながる。
　また、私立学校の定めに基づき「財産目録」「貸借対照表」「収支計算書」「事業報告書」「監事による監査報告」の情報公
開を実施している。公開に関する事務は、法人経理部において取扱い、「学校法人片柳学園　財務情報に関する書類閲
覧内規」に基づいた運用を実施している。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

（９）学校評価 学校評価
（１０）国際連携の状況
（１１）その他

（８）学校の財務 財務基盤、資金収支計算書、事業活動収支計算書

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（５）様々な教育活動・教育環境 施設・設備等
（６）学生の生活支援 中途退学への対応、学生相談
（７）学生納付金・修学支援 学生生活、学納金

（３）教職員 教員・教員組織

（３）情報提供方法
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）

（２）各学科等の教育 目標の設定、教育方法・評価等、教員名簿

（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職等進路、学外実習・インターンシップ等

ガイドラインの項目 学校が設定する項目
（１）学校の概要、目標及び計画 学校の現況、理念・目的・育成人材像、事業計画
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○
キャリアデザイ
ン１

就職するにあたっての心構えや、自分に合った仕事の
見つけ方、実際の就職活動に必要な事柄を学びます。

1･
前

30 2 ○ ○ ○

○
キャリアデザイ
ン２

一般企業の筆記試験対策を行います。特に一般常識、
SPI科目の対策を重点的に行います。また面接対策な
どをしっかり学びます。

1･
後

30 2 ○ ○ ○

○
ビ ジ ネ ス ス キ
ル１

就職活動に備え、社会人として身につけるべき
「身だしなみ」「言葉づかい」「挨拶」「話し方」など
のマナーを習得します。

1･
後

30 2 ○ ○ ○

○ 簿記会計
基礎的な商業簿記の知識を学び、検定試験の合格を
目指します。

1･
後

30 2 ○ ○ ○

○
プ レ ゼ ン テ ー
ション

パソコンを使い、多くの人の前で発表する技術を
身につけます。

1･
後

30 1 ○ ○ ○ ○

○ スポーツ実習１ さまざまなスポーツを体験し、人間力を高めます。
1･
後

30 1 ○ ○ ○ ○

○ Office実習
コンピュータの基本操作や、基本情報技術者試験の科
目にもなった表計算ソフトなどのアプリケーション操作を
学びます。

1･
前

60 2 ○ ○ ○

○ ITストラテジ
システム戦略や経営戦略など、ストラテジ分野に
ついて学びます。

1･
前

30 2 ○ ○ ○

○ ITマネジメント
プロジェクトマネジメントやサービスマネジメントなど、マ
ネジメント分野について学びます。

1･
前

30 2 ○ ○ ○

○
コンピュータ・
テクノロジー１

コンピュータの基礎理論などテクノロジ分野について学びま
す。

1･
前

60 4 ○ ○ ○

○
コンピュータ・
テクノロジー２

システム開発技術などテクノロジ分野について学
びます。

1･
前

60 4 ○ ○ ○

○
アルゴリズムと
データ構造

プログラムを作成する上で重要なアルゴリズムを情報
処理試験対策も含めて学習します。

1･
前

30 2 ○ ○ ○

○
情報系資格対
策講座１

1･
前

30 2 ○ ○ ○

○
情報系資格対
策講座２

1･
後

60 4 ○ ○ ○

○ ネットワーク１
LANやWANなどを中心とした基礎的なネットワーク
技術を学習します。

1･
後

60 4 ○ ○ ○

○
情 報 セ キ ュ リ
ティ

企業の業務システムやコンピュータシステムを安
全に利用するために求められる情報セキュリティ
について学習します。

1･
後

30 2 ○ ○ ○

○
IoTもの作り実
習

ハードウェアを制御する簡易的なプログラムを作
成します。

1･
前

30 1 ○ ○ ○ ○ ○

○
プログラミング
基礎

プログラムの基本構造を学び、実際にプログラムを作
成します。

1･
前

60 2 ○ ○ ○

○ IoT実習１
ネットワーク経由でハードウェアを制御する簡易的なプ

ログラムを作成します。
1･
後

30 1 ○ ○ ○ ○ ○

○ ルータ実習１

ネットワーク業界で最も利用されているシスコシス
テムズのルータを使って、管理者権限のパスワー
ド設定やルーティングテーブルの設定などの基本
操作を学びます。

1･
後

60 2 ○ ○ ○

○ Web開発基礎
ブラウザから利用するWebシステムの基礎となる
技術を学びます。

1･
後

30 1 ○ ○ ○

○
デ ー タ ベ ー ス
基礎

リレーショナル型データベースの構造や管理機能など
データベースの基礎を学びます。

1･
後

60 2 ○ ○ ○

○
資格対策講座
１

1･
前

30 2 ○ ○ ○ ○

○
資格対策講座
２

1･
後

30 2 ○ ○ ○ ○

○ 特別講座１
1･
前

15 1 ○ ○ ○

○ 特別講座２
1･
後

15 1 ○ ○ ○

○
基本情報対策
講座１

基本情報技術者試験の午前試験免除に向けた対
策を行います。

1･
後

45 3 ○ ○ ○

授業科目等の概要
（工業専門課程　パソコン・ネットワーク科）平成30年度

分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 

位
 

数

授業方法 場所 教員
企
業
等
と
の
連
携

情報処理技術者試験、ベンダー資格などの各種
検定試験対策を行います。

各種検定資格の対策を行います。

講師を招いた特別講義やフォローアップ講座など
を行います。



○
インターンシッ
プ１

1･
後

30 1 ○ ○ ○ ○

○
インターンシッ
プ２

1･
後

150 5 ○ ○ ○ ○

○ 校外研修１
1･
前

30 1 ○ ○ ○

○ 校外研修２
1･
後

30 1 ○ ○ ○

○
キャリアデザイ
ン３

求人票の見方、企業訪問の仕方、履歴書の添削
や集団面接、個人面接の受け方など就職活動に
必要なスキルをしっかり学びます。

2･
前

60 4 ○ ○ ○

○
キャリアデザイ
ン４

就職活動に向けた就職支援を行います。また内
定先企業へのお礼状の書き方など学びます。

2･
後

60 4 ○ ○ ○

○
ビ ジ ネ ス ス キ
ル２

仕事をする際に必要となる電話の応対、ビジネスメー
ル、手紙のマナーなど、社会人に役立つビジネスマ
ナーを身につけます。

2･
前

30 2 ○ ○ ○

○ スポーツ実習２ さまざまなスポーツを体験し、人間力を高めます。
2･
後

30 1 ○ ○ ○ ○

○ 外国語 英会話やIT分野の技術英語などを学びます。
2･
前

30 2 ○ ○ ○

○
情報系資格対
策講座３

2･
前

60 4 ○ ○ ○ ○

○
情報系資格対
策講座４

2･
後

60 4 ○ ○ ○ ○

○
ク ラ ウ ド コ ン
ピューティング

実際の業務でも使用されるクラウドサービスなど、
最先端のITサービスを体験します。

2･
後

30 2 ○ ○ ○

○ IoT実習２
各種センサーを利用したプログラムの企画から開
発、テストまでを行います。

2･
前

30 1 ○ ○ ○ ○ ○

○ ルータ実習２
2･
前

60 2 ○ ○ ○

○ ルータ実習３
2･
後

60 2 ○ ○ ○

○
Webアプリケー
ション開発

「Web開発基礎」で学習したことをベースにWebシステム
の開発を行います。

2･
前

30 1 ○ ○ ○ ○

○
デ ー タ ベ ー ス
応用

リレーショナル型データベースの構築から操作までを実
習を通じて学びます。

2･
前

30 1 ○ ○ ○ ○

○ Linux実習
OSのインストールから環境設定、UNIXコマンドな
ど基本操作を学びます。

2･
前

60 2 ○ ○ ○ ○

○
Web セ キ ュ リ
ティ実習

Webシステムの脆弱性について学習し、その対策
を考え実装します。

2･
後

30 1 ○ ○ ○ ○

○ 卒業制作
在学中に学習したことを生かしてグループごとに
テーマを決め、作品の制作や自由研究を行いま

2･
後

120 4 ○ ○ ○ ○

○
サーバ構築実
習

インターネットや企業内で利用される様々なサー
バを構築します。

2･
後

60 2 ○ ○ ○ ○

○ ネットワーク２
（パソコン・ネットワークコース）TCP／IPプロトコル
を中心としたネットワーク技術をより詳細に学習し

2･
前

60 4 ○ ○ ○

○
基本情報対策
講座２

2･
前

45 3 ○ ○ ○

○
基本情報対策
講座３

2･
後

45 3 ○ ○ ○

○
資格対策講座
３

2･
前

30 2 ○ ○ ○ ○

○
資格対策講座
４

2･
後

30 2 ○ ○ ○ ○

○ 特別講座３
2･
前

15 1 ○ ○ ○

○ 特別講座４
2･
後

15 1 ○ ○ ○

○
セキュリティ応
用

（ネットワーク・セキュリティコース）安全なシステム
を構築・開発するための方法や、ネットワークや
サーバに潜む脆弱性を見つけるための分析手法

2･
後

60 4 ○ ○ ○

○
インターンシッ
プ３

一定期間企業などの研修生として働き、自分の将
来に関連のある職業体験を行います。

2･
後

150 5 ○ ○ ○ ○

○ 校外研修３
2･
前

30 1 ○ ○ ○

○ 校外研修４
2･
後

30 1 ○ ○ ○

　59　科目

各種検定資格の対策を行います。

一定期間企業などの研修生として働き、自分の将来に
関連のある職業体験を行います。

IT関連の展示会や講習会などに参加して最新の製品
や情報に触れます。

情報処理技術者試験、ベンダー資格などの各種
検定試験対策を行います。

ネットワーク業界で最も利用されているシスコシス
テムズのルータを使って、管理者権限のパスワー
ド設定やルーティングテーブルの設定などの基本
操作を学びます。

基本情報技術者試験の午前試験免除に向けた対
策を行います。

講師を招いた特別講義やフォローアップ講座など
を行います。

IT関連の展示会や講習会などに参加して最新の
製品や情報に触れます。

合計 2625　単位時間( 130単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

卒業時に必修科目1680時間(84単位)取得および選択科目60時間（4単位）以上、合計1740時間（88単
位以上）取得すること

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

（留意事項）


